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1.概  況
(1)  総括事項

 

(2)  業    務    量

6,472,269 kg 3,720,936 kg 3,601,048 kg △ 119,888 kg

8,057,830 m3 4,418,900 m3 4,378,522 m3 △ 40,378 m3

7,847,128 m3 4,305,090 m3 4,129,862 m3 △ 175,228 m3

11,738 戸 11,824 戸 11,738 戸 △ 86 戸

(3)  職員に関する事項

（注）職員数には管理者を含まない。

（　）内は、短時間勤務職員。

　(供給状況)

　(経営状況)

　(建設改良事業)

事 項 令和7年度決算 令和6年度下期 令和7年度下期 下期比較増減

原 料 使 用 量

ガ ス 製 造 量

ガ ス 販 売 量

供 給 戸 数
液 化 石 油 ガ ス
販 売 量
液 化 石 油 ガ ス
需 要 家 戸 数

令和8年3月31日

会計年度任用職員以外（人） 会計年度任用職員（人）

事務系職員(人)技術系職員(人) 計(人) 事務系職員(人) 技術系職員(人) 計(人)

（　　） （　　） （　　） ( 6 ) ( 0 ) ( 6 )

4 1 5

（　　） （　　） （　　） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

2 4 6

（　　） （　　） （　　） ( 2 ) ( 0 ) ( 2 )

4 0 4

（　　） （　　） （　　） ( 0 ) ( 0 ) 0

2 4 6

（　　） ( 1 ) ( 1 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

2 6 8

（　　） （　　） （　　） ( 0 ) ( 1 ) ( 1 )

0 3 3

（　　） ( 1 ) ( 1 ) ( 8 ) ( 1 ) ( 9 )

14 18 32

（　　） ( 1 ) ( 1 ) ( 8 ) ( 1 ) ( 9 )

14 18 32

（　　） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

0 0 0

　本年度下期の都市ガス販売量は、前年同期と比較して、商業用が16,473㎥ (2.4%)の増加となったもの
の、公用が96,915㎥ (9.4%)、医療用が71,210㎥（5.7%)、家庭用が23,522㎥（1.7％）、工業用が54㎥
（0.7％）の減少となり、全体では前年同期と比較して175,228㎥(4.1%)減少の4,129,862㎥となりました。

　収益的収入(税抜)では、前年同期と比較して、受注工事収益が592千円の増加となりましたが、製品売上
が65,916千円、液化石油ガス売上が27,399千円、機器販売収益が15,791千円、営業外収益が2,951千円の減
少となり、全体では、前年同期と比較して111,465千円(11.0%)減少の900,708千円となりました。収益的支
出(税抜)では、原料費が66,011千円減少となり 全体では前年同期と比較して86,228千円(8.7%) 減少の
902,138千円となりました。この結果、差引1,430千円(税抜)の当期純損失となりました。

　拡張工事はありませんでしたが、改良工事として「比津が丘市道比津が丘1号線外5線ガス管改良工事」な
ど8路線（うち経年管対策として本支管266mの入替）や「松江市南消防署バルク型貯槽取替工事」等を実施
し、ガスの安定供給と保安の確保に努めました。

442,132.8 m3 287,065.9 m3 236,648.8 m3 △ 50,417.1 m3

2,086 戸 2,117 戸 2,086 戸 △ 31 戸

課 係

総務 総務

営業
推進

営業

料金

供給　
保安

建設技術

設備管理

生産管理

合計

令和6年度末

現在員

比較増減
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2.　経　理　の　状　況

(1)　事業収入に関する事項

令和7年度決算額 令和6年度下期決算額 令和7年度下期決算額 下 期 比 較 増 減

第１款   ガス事業収益 1,704,358,559 1,012,172,995 900,708,260 △ 111,464,735

第1項 営 業 収 益 1,397,733,160 793,863,452 727,947,973 △ 65,915,479

第2項 営 業 雑 収 益 38,441,649 36,848,177 22,236,919 △ 14,611,258

第3項 附帯事業収益 202,352,240 133,374,937 105,387,942 △ 27,986,995

第4項 営 業 外 収 益 65,831,510 48,086,429 45,135,426 △ 2,951,003

(2)  事業費に関する事項

令和7年度決算額 令和6年度下期決算額 令和7年度下期決算額 下 期 比 較 増 減

第１款   ガス事業費用 1,613,633,547 988,366,245 902,138,291 △ 86,227,954

第1項 営 業 費 用 1,358,090,765 811,302,493 761,431,049 △ 49,871,444

第2項 営 業 雑 費 用 35,376,651 35,200,992 21,599,061 △ 13,601,931

第3項 附帯事業費用 206,626,473 135,126,483 112,082,551 △ 23,043,932

第4項 営 業 外 費 用 13,539,658 6,736,277 7,025,630 289,353

     (3)  企業債及び一時借入金の概況

イ 企業債

前 期 末 残 高 1,653,628,303 円

当 期 借 入 高 0 円

当 期 償 還 高 142,881,487 円

当 期 末 残 高 1,510,746,816 円

ロ 一時借入金

前 期 末 残 高 0 円

借入残高最高額 0 円

当 期 末 残 高 0 円

     (4)  その他会計経理に関する重要事項

492,132,605 円

44,739,314 円）

（単位 円、消費税及び地方消費税抜）

区             分

（単位 円、消費税及び地方消費税抜）

区             分

当期の棚卸資産購入限度額の執行額

（内、棚卸資産購入に係る仮払消費税及び地方消費税
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(5)  収益的収入及び支出

      収       入

   この結果、差引 76,343千円(税抜)の当期純利益となりました。

      支       出

地方公営企業
第24条の第3項
の規定による
支 出 額

(6)  資本的収入及び支出

      収       入

第3項 固定資産売却代金 0 0 0

      支       出

地 方 公 営
第 26 条 の
よ る 繰

               予                            算                            額

               予                            算                            額

                         予                              算                              額
地 方 公 営 企 業 法
第 26 条 の 規 定 に
よ る 繰 越 額 に 係
る 財 源 充 当 額

0

                         予                              算                              額

区 分
当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 地方公営企業法第24条第3項の規定による　支出額に係る財源充当額

第１款  ガス事業収益 2,201,733,000 △ 1,488,000

第1項 営 業 収 益 1,838,788,000 △ 17,563,000

第2項 営 業 雑 収 益 51,119,000 0

第3項 附 帯 事 業 収 益 294,248,000 △ 3,511,000

第4項 営 業 外 収 益 17,577,000 19,586,000

第5項 特 別 利 益 1,000 0

区 分
当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 予備費支出額 流 用 増 減 額

第１款  ガス事業費用 1,992,986,000 28,680,000 0 0 0

第1項 営 業 費 用 1,630,100,000 29,694,000 0 △ 3,154,000 0

第2項 営 業 雑 費 用 47,109,000 0 0 0 0

第3項 附 帯 事 業 費 用 257,537,000 905,000 0 0 0

第4項 営 業 外 費 用 57,139,000 △ 1,919,000 0 3,154,000 0

第5項 特 別 損 失 1,000 0 0 0 0

第6項 予 備 費 1,100,000 0 0 0 0

区 分
当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小 計

第１款 ガス事業資本的収入 159,813,000 △ 138,100,000 21,713,000 0

第1項 企 業 債 138,100,000 △ 138,100,000 0

第2項 工 事 負 担 金 21,713,000 0 21,713,000 0

区 分
当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小 計流 用 増 減 額

第１款 ガス事業資本的支出 460,283,000 567,000 0 460,850,000

第1項 建 設 改 良 費 181,176,000 567,000 △ 283,000 181,460,000

第2項 企 業 債 償 還 金 279,107,000 0 283,000 279,390,000
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備   考
令 和 7 年 度 令 和 7 年 度 令 和 7 年 度

(仮受消費税及
下 期 決 算 額 決 算 額 予 算 額 び地方消費税)

備   考
地方公営企業 令 和 7 年 度 令 和 7 年 度 令 和 7 年 度
第26条の第2項 (仮払消費税及
の規定による 下 期 決 算 額 決 算 額 予 算 額 び地方消費税)
繰 越 額

0
うち納付税額

44,961,800

備   考
令 和 7 年 度 令 和 7 年 度 令 和 7 年 度

(仮受消費税及
下 期 決 算 額 決 算 額 予 算 額 び地方消費税)

0 512,611 512,611 0 46,601

備   考
企 業 法 継 続 費 令 和 7 年 度 令 和 7 年 度 令 和 7 年 度
規 定 に 逓 次 (仮払消費税及
越 額 繰 越 額 下 期 決 算 額 決 算 額 予 算 額 び地方消費税)

（単位  円、消費税及び地方消費税込）

               予                            算                            額

               予                            算                            額

                         予                              算                              額
継 続 費 逓 次
繰 越 額 に 係 る
財 源 充 当 額

0

                         予                              算                              額

合 計地方公営企業法第24条第3項の規定による　支出額に係る財源充当額

0 2,200,245,000 986,590,545 1,868,623,208 2,201,733,000 85,882,291

0 1,821,225,000 800,713,211 1,537,447,136 1,838,788,000 72,765,238

0 51,119,000 24,460,609 42,285,812 51,119,000 2,223,690

0 290,737,000 115,921,629 222,576,994 294,248,000 10,533,687

0 37,163,000 45,495,096 66,313,266 17,577,000 359,676

0 1,000 0 0 1,000 0

小 計 合 計

2,021,666,000 0 2,021,666,000 961,203,434 1,683,868,838 1,992,986,000 14,280,253

1,656,640,000 0 1,656,640,000 770,310,280 1,373,898,268 1,630,100,000 8,879,231

47,109,000 0 47,109,000 23,758,966 38,914,315 47,109,000 2,159,905

258,442,000 0 258,442,000 115,323,668 212,731,636 257,537,000 3,241,117

58,374,000 0 58,374,000 51,810,520 58,324,619 57,139,000

1,000 0 1,000 0 0 1,000 0

1,100,000 0 1,100,000 0 0 1,100,000 0

合 計

0 21,713,000 7,219,892 14,620,756 159,813,000 46,601

0 0 0 0 138,100,000 0

0 21,713,000 6,707,281 14,108,145 21,713,000 0

合 計

0 0 460,850,000 273,370,981 442,379,173 460,283,000 10,954,549

0 0 181,460,000 130,489,494 162,989,873 181,176,000 10,954,549

0 0 279,390,000 142,881,487 279,389,300 279,107,000 0
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1

（1）ガ ス 売 上 727,947,973 727,947,973

2

（1）期 首 棚 卸 高 1,962,702

（2）当 期 製 品 製 造 原 価 402,181,564 404,144,266

（3）当 期 製 品 自 家 使 用 高 2,274,435

（4）期 末 棚 卸 高 1,876,294 4,150,729 399,993,537

327,954,436

3 271,628,679

4 89,808,833 361,437,512

33,483,076

5

（1）受 注 工 事 収 益 608,741

（2）機 器 販 売 収 益 21,628,178 22,236,919

6

（1）受 注 工 事 費 385,500

（2）機 器 販 売 費 21,213,561 21,599,061 637,858

7

（1）液 化 石 油 ガ ス 売 上 97,813,932

（2）機 器 販 売 収 益 7,574,010 105,387,942

8

（1）液 化 石 油 ガ ス 販 売 費 104,743,671

（2）機 器 販 売 費 7,338,880 112,082,551 △ 6,694,609

39,539,827

9

（1）受 取 利 息 896,126

（2）長 期 前 受 金 戻 入 1,432,635

（3）雑 収 益 3,718,563

（4）他 会 計 補 助 金 3,210,000

（5）国 庫 補 助 金 32,573,680 45,135,426

（6）県 補 助 金 3,304,422

10

（1）支払利息及び企業債取扱諸費 5,941,774

（2）雑 支 出 1,083,856 7,025,630 38,109,796

1,430,031

1,430,031

176,214,679

174,784,648

○総費用に占める減価償却費は、82,225,082円である。

令和7年度　松江市ガス事業損益計算書
（令和7年10月1日から令和8年3月31日まで）

（単位：円、消費税及び地方消費税抜）

製 品 売 上

売 上 原 価

売 上 総 利 益

供 給 販 売 費

一 般 管 理 費

事 業 損 失

営 業 雑 収 益

営 業 雑 費 用

附 帯 事 業 収 益

附 帯 事 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 損 失

当 期 純 損 失

前 期 繰 越 利 益 剰 余 金

当 期 未 処 分 利 益 剰 余 金
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1

(1)

イ

380,028,770

177,817,956

323,042,529

520,992,205

525,950,382

1,669,277

△ 1,383,426,391 546,074,728

ロ

262,137,370

212,219,202

232,674,324

279,677,364

10,419,613,039

13,298,800

12,815,981

94,784,969

△ 9,669,483,019 1,857,738,030

ハ

14,314,571

41,646,850

2,565,818

65,690,700

△ 89,781,239 34,436,700

ニ 379,051,110

19,658,905

23,940,020

32,161,353

103,333,107

186,397,090

2,891,540

800,960

9,868,135

△ 296,149,282 82,901,828

ホ 1,692,923

2,522,844,209

(2)

イ 328,800

ロ 6,864,974

7,193,774

(3)

イ 6,880,000

6,880,000

2,536,917,983

令和7年度　松江市ガス事業貸借対照表
（令和8年3月31日）

（単位：円、消費税及び地方消費税抜）

資 産 の 部
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

製 造 設 備 1,929,501,119

土 地

建 物

構 築 物

機 械 装 置

導 管

工具器具及び備品

製 造 設 備 減 価

償 却 累 計 額

供 給 設 備 11,527,221,049

土 地

建 物

構 築 物

機 械 装 置

導 管

ガ ス メ ー タ ー

車 両 運 搬 具

工具器具及び備品

供 給 設 備 減 価

償 却 累 計 額

業 務 設 備 124,217,939

土 地

建 物

機 械 装 置

工具器具及び備品

業 務 設 備 減 価

償 却 累 計 額

液 化 石 油 ガ ス 設 備

土 地

建 物

構 築 物

機 械 装 置

導 管

ガ ス メ ー タ ー

車 両 運 搬 具

工具器具及び備品

液 化 石 油 ガ ス 設 備

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資

投 資 有 価 証 券

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計
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2

(1) 272,206,658

(2) 59,370,771

△ 529,241 58,841,530

(3) 1,876,294

(4) 39,371,289

(5) 94,360

372,390,131

2,909,308,114

3

(1)

イ
1,240,063,398

1,240,063,398

(2)

イ 445,535,870

ロ 15,564,960

461,100,830

1,701,164,228

4

(1)

イ
270,683,418

270,683,418

(2) 127,495,195

(3) 103,334

(4)

イ 25,173,351

ロ 4,963,925

30,137,276

428,419,223

5

1,630,581,077

△ 1,518,073,222

112,507,855

2,242,091,306

6 488,888,022

7

(1)

イ 3,544,138

3,544,138

(2)

イ 174,784,648

174,784,648

178,328,786

667,216,808

2,909,308,114

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

製 品

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負 債 の 部
固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

未 払 金

預 り 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部
資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

工 事 負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当期未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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（単位：円、消費税及び地方消費税抜）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益（△は純損失）

減価償却費

固定資産除却損

貸倒引当金の増減額（△は減少）

退職給付引当金の増減額（△は減少）

特別修繕引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

法定福利費引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

預り金の増減額（△は減少）

製品の増減額（△は増加）

棚卸資産の増減額（△は増加）

前払金の増減額（△は増加）

仮払金の増減額（△は増加）

その他流動資産の増減額（△は増加）

その他流動負債の増減額（△は減少）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

工事負担金による収入

有形固定資産の取得にかかる未払金の増減額（△は減少）

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

令和7年度　松江市ガス事業キャッシュ・フロー計算書

（令和7年10月1日から令和8年3月31日まで）

△ 1,430,031

82,225,082

7,692,077

166,966

20,982,053

1,556,496

25,173,351

4,963,925

△ 1,432,635

△ 896,126

5,941,774

△ 1,319,214

83,499,233

△ 1,489,965

86,408

△ 6,893,773

10,559,800

162,847

49,552,244

△ 78,382,364

200,718,148

896,126

△ 5,941,774

195,672,500

△ 121,227,868

466,010

6,707,281

△ 46,288,695

△ 160,343,272

△ 142,881,487

△ 142,881,487

△ 107,552,259

379,758,917

272,206,658
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１　資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

・株券 原価法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品 移動平均法による原価法

２　固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産 定額法

（２）無形固定資産 定額法

３　引当金の計上基準

（１）退職給付引当金

相当する額を計上している。

（２）賞与引当金・法定福利費引当金

き、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

（３）貸倒引当金

上している。

（４）特別修繕引当金

４　その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

（１）消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

（２）リース取引の処理方法

方法に準じた会計処理によっている。

５　セグメント情報に関する注記

報告セグメントがガス事業の単一セグメントのため、記載を省略している。

重要な会計方針に係る事項に関する注記

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に

翌年度６月の職員の期末手当・勤勉手当の支給及び当該手当の支給に伴い発生

する法定福利費の支払いに備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計

原則１５年ごとに行う球形ガスホルダーの検査・修繕に要する費用の支払いに

備えるため、前年度の引当金額に当年度の負担に属する金額を加算した金額（前

回実績額の１５分の１０）を計上している。

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る
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